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道路特定財源の批判的考察1）
　 理論・制度・運用の検討 　
研究助成報告２
　道路特定財源をめぐる議論が錯綜している
原因のひとつは、道路特定財源の考え方と日
本の制度、そして制度の運用について、混乱
していることがある２）。例えば、多くの人が
無駄と思われる道路を建設しても、主に運用
の問題であり、道路特定財源制度そのものの
欠陥ではない。一方、道路特定財源の考え方
の合理性を力説しても、日本の道路特定財源
制度が合理的かどうかは無関係であり、まし
てや運用の擁護にはならない。そこで、道路
特定財源という考え方、日本の道路特定財源
制度、日本の道路特定財源制度の従来の運
用という、三つの視点を用いて検討し評価し
た。
１．道路特定財源を支える理論
　道路特定財源とは、道路利用により便益を
受ける、あるいは損傷を与える者が、道路整
備の費用を負担するという考え方である。そ
のため、道路特定財源は形式的には税でも、
位置付けとしては道路の利用料の変形であ
る。利用料にしないのは、受益額を個別に特
定することや徴収システムの構築が困難で、
たとえそれらがクリアされても徴収コスト
がかかる、といった技術的な問題が理由であ
る。
　道路特定財源を支える理論では、道路の利
用者は、税という形の利用料を媒介として、
そのサービスを購入するかどうか決定できる
と考えられている。また、道路建設の財源を
安定的に、そして過剰にならずに確保できる
という主張も根強い。
　本来は混雑料金制度が望ましいものの、実
施が困難なので、ガソリンなどに課税して道
路建設に充当するという意見も多い。確かに
道路の混雑は、その道路あるいは周辺に道
路建設が必要というシグナルと見ることも
できる。混雑料金制度では、混雑している道
路の利用者に利用料を課し、利用料収入を道
路整備に充てる。利用料を課すことで、混雑
した道路を避けて混雑していない道路や公共
交通機関に移り、結果として混雑が解消され
るケースもある。その場合には財源が集まら
ず、過剰供給が抑えられる。一方で、料金を
課してもなお混雑する場合は、まさに道路を
その地域で必要としているシグナルなので、
必然的に多く集まる料金収入によって道路が
建設されるという仕組みである。こうした混
雑料金制度に最も近い現実的な制度が、道路
特定財源だという主張である。
浅　羽　隆　史　
白鷗大学法学部准教授
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　道路特定財源の考え方に対して、使途の特
定は資源配分を歪め、社会全体の効用を最大
化できないという批判がある。他により効用
を高めることのできる使途があっても、使途
が道路に限定されてしまうと、そちらに配分
できない。こうした批判に対しては、リンダー
ル型のモデルを想定した反批判が参考にな
る3）。それは、そもそも一般財源を用いた公
共財の提供において、社会全体で見た効用の
最大化が保証されないということである。政
府が人々のニーズを正しく理解することは、
市場を持たない公共財の提供について困難で
ある。また、例えニーズを理解できたとして
も、利害関係者の政治力などで配分が決まっ
てしまう側面を否定できない。
　そして、道路特定財源制度を肯定する立場
から、道路特定財源は、道路利用に対して払
わされる形を変えた利用料が、一種の価格の
役割を果たすという主張が展開される。そし
て、道路利用者（受益者）のニーズと道路建
設等の供給が、あたかも私的財における市場
メカニズムと同様に働くと強調する4）。その
ため、道路建設等が過剰供給になることも考
えられないとする。
　市場を持たない公共財の提供にあたり、社
会全体の効用を最大化する保証はない、とい
う主張は現実を見れば否定し切れないであろ
う。しかし、こうした反批判には、そもそも
道路特定財源がリンダール均衡をもたらすメ
カニズムを内包していない、という批判が
有効である。吉田（2000）では、ガソリン等
の消費割合で負担を決める一方、最適な道路
サービスの水準が不明であると指摘する。ま
た、道路整備において、最適配分が行われる
と考えるのも、他の公共財同様に無理があ
る。 
　こうした考察から、道路特定財源という考
え方自体を全面的に否定できる訳ではない。
一般財源のもとでの公共財提供と同様に、道
路特定財源についても最適な資源配分が約束
されている訳ではない、という部分までであ
る。
２．日本の道路特定財源制度
　次に、日本の道路特定財源制度について考
察する。仮に理論的に見て合理的なものだと
想定しても、日本においてきちんとあるべき
制度が構築されているかがポイントである。
　日本の道路特定財源の起源は、1954年度で
ある（法成立は1953年）。それまで使途が特
定されていなかった揮発油税を、全額道路特
定財源に変更した。その根拠は、「道路整備
の財源等に関する臨時措置法」であった5）。
同法では、道路整備五箇年計画の策定を義務
付けており、第一次道路整備五箇年計画のス
タートとともに道路特定財源制度がはじまっ
た。
　2007年度現在、道路特定財源は国税3税目、
国税（地方譲与税）3税目、地方税２税目に
のぼる。税収（2007年度当初予算）が、国税
3.4兆円、国税（地方譲与税）0.7兆円、地方
税1.5兆円、合計5.6兆円となっている。この
うち自動車重量税は、形式的には一般財源だ
が、創設当初から国の一般財源分の8割を道
路財源に充当している。また、各種税法で定
められた本則通りの税率で課税されている税
目は、石油ガス税と石油ガス譲与税だけであ
る。他の税目は、本則の税率より高い暫定税
率で課税されており、多くは本則の２倍以上
になっている。
　歴史的経緯から明らかなように、道路特定
財源と道路整備五箇年計画の因果関係は、少
なくとも暫定税率が最後に引き上げられた
第11次道路整備五箇年計画（1993 ～ 97年度）
まで、明らかに計画が先にあった。道路整備
五箇年計画が更新されその事業規模を増すに
つれ、新税の導入や税率の引き上げが行われ
ていった。
　こうしたことから、日本における道路特定
財源の主たる役割は財源調達にあり、そのた
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めの制度が構築されていることに間違いな
い。現行制度を構築する際に想定されていた
順序は、受益者負担原則にもとづき税を利用
料と位置付け、需要量をシグナルにして過剰
供給を抑えるという枠組みとは正反対のもの
である。
　次に、個別の税目を検討してみよう。まず、
地方譲与税として、地方道路譲与税法、石油
ガス譲与税、自動車重量譲与税がある。これ
らの問題点は、各地方公共団体に譲与する際
の譲与基準にある。利用料として考えるので
あれば、道路の利用に近似する基準を用いる
べきだが、利用とは直接関係ない道路の長さ
や面積を基準に譲与する制度となっている。
また、こうした譲与基準には道路利用と無関
係な補正も加わっている。地方道路譲与税に
は財政力が加味され、財源の乏しい地方公共
団体に厚く配分される。石油ガス譲与税につ
いては、利用者負担とは相容れない普通交付
税の基準財政需要額算定における道路橋りょ
う費と同様の補正、すなわち投資補正・事業
費補正・寒冷補正がかかる。例えば事業費補
正は臨時地方道整備事業債の元利償還金、そ
して寒冷補正は凍結防止等を施すための建設
費の割高分を反映するものである6）。
　道路特定財源のなかで、自動車取得税のみ
が自動車の取得価額に担税力を見出す税目で
ある。受益者負担原則という観点から、自動
車の取得と道路整備の間に特定の関係を見つ
けることは困難である。ヘイズ等（2003）に
よれば、他の主要先進国では、自動車の取得
段階において道路特定財源を課す例は無い。
　自動車等の燃料に課税する税目にも、問題
はある。それは、燃料等の消費者が、必ずし
も自動車等の利用者に限らないことである。
一般工業用、船舶用、農機具用等の燃料も道
路特定財源となっており、受益者負担とは言
えない状態にある。
　揮発油税については、その税収の4分の１
相当分が地方道路整備臨時交付金として地方
公共団体への国庫支出金の一部となってい
る。しかし、国税として徴収した燃料課税を、
地方譲与税という形式を取らず、あらかじめ
地方公共団体に配分すると制度的に決めるこ
とは、受益者負担あるいは利用料としての性
格から逸脱していると言わざるを得ない。地
方公共団体への配分は、この場合には地方公
共団体が主体となり行う補助事業に充当され
る。道路利用者と各地方公共団体の道路整備
事業（補助事業）の間に、制度的な関連は担
保されていない。
３．道路特定財源の運用の問題点
　続いて、日本において道路特定財源が適切
に運用されているかどうかを考察する。 
　道路事業の維持的経費は、2004年度決算で
1.8兆円にすぎない7）。一方、理論上は利用
料の変形として課税され、道路特定財源と
なっている燃料課税の税収は、総額で4.3兆
円にのぼる。結局、道路新設のための財源調
達手段として、燃料課税が用いられているこ
とを運用面でも確認できる。つまり、燃料に
課された道路特定財源には、利用していない
道路、将来誰かが利用するであろう道路の建
設的経費を多く含んでいるということであ
る。もちろん、現状の運用を肯定的に理解す
る見方もある。それは、道路特定財源を混雑
料金制度の変形と捉えるか、利用者が新規道
路の建設に対して期待を有していて、利用料
の先払い分を含むと見なすことである。現在
の道路利用者が、将来も道路を利用すると見
なしての財源調達という考え方は、ある程度
首肯できる。
　しかし、混雑料金制度の変形や利用料の前
払いとして考える場合、あくまで将来負担者
が利用する道路の建設でなければならない。
例えば、渋滞している道路が拡幅によって車
線が増えることや、迂回路ができることであ
る。重要なことは、地域別に見て、利用して
いる道路の周辺で道路建設が行われているか
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である。とくに国税分については、利用者と
道路整備の間の地域的な関連について制度的
な担保は無い。そのため、受益者負担原則が
成立するように運用されているか、検証しな
ければならない。
　検証にあたりまず、国税として徴収され
た道路特定財源が、都道府県別にどのよう
に配分・投下されているか調べる。各都道府
県に配分・投下された国税分の道路特定財源
には、国直轄事業分、地方公共団体主体の補
助事業に国庫支出金として配分された分、そ
して地方譲与税として譲与された分が含まれ
る。次に、受益者負担原則の考え方から本来
あるべき配分・投下額について、ガソリン
の販売量や自動車保有台数などから推計し
た8）。
　このようにして得られた、2004年度におい
て実際に各都道府県に配分・投下された国税
分（地方譲与税を含む）の道路特定財源と、
本来あるべき配分・投下額を比較して、受
益者負担原則が運用上守られているか検証
する。本来あるべき配分・投下額を分母、実
際に配分･投下された金額を分子にとり、そ
の倍率を各都道府県で計測した。各都道府県
の倍率が１に近いほど、受益者負担原則が達
成されていることになる。結果は、最大が鳥
取県の3.89倍、最少は神奈川県の0.37倍と大
きく格差が生じている。各都道府県の倍率に
ついて、最大と最少の格差は10.6倍、標準偏
差は0.817倍に達する。そして、各都道府県
の倍率の単純平均を元に変動係数を導出する
と、59.5％となり、都道府県間において大き
なバラツキが生じていることが分かる。加重
平均（１倍）を元に変動係数を算出すれば、
81.7％とさらにバラツキは大きい。外部不経
済などを無視すれば、大都市圏の道路利用者
が過剰負担し、地方圏の利用者は過少負担の
状態といえる。
　推計結果から、受益者負担原則は運用上守
られていないことがわかる。もちろん、倍率
は完全に１倍でなければいけないというほど
の厳密性はない。例えば東京都でガソリンを
購入して、埼玉県までの運転に利用するケー
スもあるだろう。しかし、標準偏差で0.817
倍という数値は、利用料として道路特定財源
を捉えるには無理があるだろう。やはり、日
本全国の道路建設の財源として、広く自動車
等を利用・保有している者に担税力を見出し
ている、といった程度の関係しか導出できな
い9）。
注
１）本稿では、研究助成を受けた当時の成果に、最近の動
　向を若干付け加えている。
２）税の種類では、その使途が特定されているものを目的
　税とし、使途が特定されていない普通税と対比する。そ
　のため、理論的考察では、「道路特定財源」よりも「道
　路目的税」とする方が適当であろう。しかし、日本では
　税法において使途を特定するものを目的税、税法以外で
　特定するものを特定財源と呼ぶのが一般的で、使途を道
　路に特定した税の多くが特定財源に属する。そのため、
　理論的考察においても、便宜的に道路を使途とする税す
　べてを特定財源と表記する。 
3）例えば、杉山・今橋（1989）。
4） 例えば、久米（2000）。
5）同法は、1958年より「道路整備緊急措置法」、2003年
　より「道路整備費の財源等の特例に関する法律」として
　引き継がれている。
6）投資補正は、道路改築の必要度などを反映するもの 
　で、全国平均に対する未整備延長比率等を考慮する。つ
　まり、維持補修ではなく新たに道路を整備する必要性を
　加味する。
7）維持的経費の区分は、国土交通省道路局監修『道路統
　計年報』による。 
8）あるべき配分額は、揮発油税、石油ガス税、地方道路
　譲与税、石油ガス譲与税を都道府県別ガソリン販売量に
　基づき按分配分し、自動車重量税（特定財源分）と自動
　車重量譲与税を都道府県別自動車保有台数に基づき按分
　配分して算出。
9）各都道府県に配分・投下された国税分（地方譲与税を
　含む）の道路特定財源について、財政力との関係を検証
　すると、配分・投下の実質的な意味が良く分かる。各都
　道府県への一人当たり道路特定財源の配分・投下額を従
　属変数に、財政力指数を説明変数にして回帰分析をした
　結果は次の通りである（配分・投下額は都道府県分と市
　町村分の合計。財政力指数についても、都道府県分と市
　町村分の基準財政需要額と基準財政収入額を各都道府県
　別に合計し、2004年度単年度のものを算出した合成財
　政力指数）。
　　ln（B）＝－1.838－1.433ln（I）
　　　　　　 （0.049） （0.147）    
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　　B：一人当たり都道府県別配分・投下額、I：都道府
　　県合成財政力指数、Ｒ2＝0.677
　　カッコ内は標準誤差
　回帰分析の結果から、各都道府県に配分・投下された一
　人当たり国税分（地方譲与税を含む）の道路特定財源は、
　財政力指数が低下するほど多くなることがわかる。つま
　り、投下・配分された道路特定財源は、地方公共団体の
　財政力を補完する役割を果たしている。
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